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京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油花換算
して11500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費の高」滅、廃粟物の削減等、全部門環境マネジメントシステムにより原単位年1%の 肖」滅を百
す旨す。

推 進 体 制 層長を本部長とする社会 ・貢献推進委員会および省エネルギー推進委員会における月例委員会での百夢戻万
の報告。

年度 ごとの具
体的な取紅及
び措置
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温室効果ガス
の排出量等 」F出区分

基 準 年度 (実績 )

(17)年 度
(二酸化炭無換算 (t) )

目椋年度 (計画)
(19)年 度

〈二酸化炭素換第 (t))

削滅吾
(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 17,937 t 17740 t - 1 1  %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                 17937 t ・?              171740 t - 1 1 %

|その他の地球
温暖化対策 に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
(計画)

二酸化炭緊張算 くt

森林の保全及び整 (整憶面積) (吸収置) t

府内産の木材の利用 (利用量) In' (削減働 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電量) kwと (削減畳) t

(熱供絡量) (削減畳) t

グリー ン電力の購入 (出入動 姉 1 (削減動 t

削減量等合計 t

差引排出量

〈排出合計―削減尊合計)

基準年[宅 ( 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
ホ1                 17937 t 112,‐(19         17740 0  t -11%

特 記 事 項 L当 社では、2001年2月23日にIS014001を取得。エネルキー、資源及び廃棄物排出量の前年lX削減を目的 ・目標として全在
員が取組んでいます。2003年度より環境会計を導入、2005年度よりCSRレポートの発行及び高島EllPに掲載。
1京 まちなか13カー普及運動でのエコカートッデルナー宣言。
12002年より 「びわこ地球市民の森」で植樹活動をおこなっています。
し2005年度より産官学市民が取組む 「びっくり!エコ100選もったいないから始めるやさしい暮らし」を実行委員会と共
司開催。

連  絡  先 担 当  部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

注 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。
2 r基 準年度Jと はFt適期間の前年度を、 「日標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます.

3「 事業所等併出区分」とは、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に件い発生する温宣効果ガスを、 「輸送車両排出区分」と
は 自動=遭 送事業者については使用の本れの位置を京都市内とする車両の排出する温宣効果ガスを、鉄道事業者については保有する女物車両又
は旅客車両の排出する温童効果ガスを、 「その他排出区分Jと は、上配以外の京都府内における事業所等の事業活動に作い発生する温宣効果ガス
をいいます。

4「 特記事項jに は、平成2年度 (1990年 pを 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排 出量、省エネ宴品開発など他者の温宣効果
ガス排出削減への寅歓、グリーン綱産のL7月、特定フロンなどの条例指定外の温宣効果ガスの削減などを記入してください。


